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この間、総務省は『国公準拠』を理由として、ラスパイレス指数を使った賃金引下げ、2006年の国家公務員の給与構造改革を地方公務員へ波及させることなどを強いてきました。加えて、集中改革プランの押し付けによる人員削減や、三位一体改革による自治体財政難にともなう独自賃金カットも余儀なくされてきました。この結果、多くの仲間が厳しい生活設計と苛酷な労働を強いられています。
そうしたなか、安倍政権は、2013年1月24日に「国家公務員の給与改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講じるよう要請する」とした閣議決定が行われ、1月28日に総務大臣から同様の趣旨で通知が行われています。
そもそも、国が賃金削減を地方に強要することは、地方自治の本旨に反するものであり、賃金・労働条件の変更については、労使交渉によって決められるべきものであります。
職場で働く仲間からは、「生活費を切り詰めなければ、子供の養育費も払えない」「大学の奨学金や車のローンもあり毎月ぎりぎりの生活をしている」「国の言われるがままに賃下げをすれば、地域経済に影響を与えてしまう」など、生活をしていくことに大きな影響をもたらすことへの不安・不満の声が出されています。
今回の国による地方自治への介入は、私たちがめざす自治体行政の充実や分権自治確立とは逆行するものであり、到底納得できることではありません。そして、職場で働く者の生命と権利を保障することは使用者としての責務であり、「定年まで元気で働き続けられる職場」の確立と、その基礎となる「安心して生活できる賃金水準の確保」は、私たち青年・女性の切実な要求です。
よって私たちは、青年・女性の生活・職場実態をふまえ、賃金の減額支給措置を行わないことを強く要請します。
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